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生成 AI を活用した知的財産部門の社外

連携強化に向けた中期経営計画書 

1. 計画策定の背景と目的 

1.1. 戦略的重要性の再定義 

現代の事業環境は不確実性と複雑性を増し、単独企業での価値創造には限界が生

じています。このような状況下で、知的財産部門に求められる役割は、従来の権利保

護といった「守り」の機能から、企業価値を能動的に創造する「攻め」のエンジンへと

大きく変革する必要があります。当社はこれまで、レベル 3「全社横断連携」の達成を

通じて、社内における「知財×経営×技術」の統合基盤を確立してきました。本計画

は、その強固な土台の上に、次のステージであるレベル 4「社外協働価値創造」へと

移行するための戦略的羅針盤です。これは、社外パートナーを巻き込み、業界エコシ

ステム全体で価値を共創することにより、持続的な競争優位性を確立するための不

可欠な一手です。 

1.2. レベル 3 からレベル 4 への進化 

レベル 3 からレベル 4 への移行は、単なる活動範囲の拡大ではなく、価値創造の質

的な転換を意味します。その本質的な違いは以下の通りです。 

レベル 特徴 

レベル 3: 全社横断

連携 

社内における「知財・経営・技術」の統合に主眼を置いたフェー

ズ。 

レベル 4: 社外協働

価値創造 

社外パートナーを巻き込み、知財視点から業界エコシステム全

体の価値を共創するフェーズ。 

1.3. 本計画が目指すもの 

これらの背景と目的を踏まえ、本計画が目指す究極のゴールを、ここに力強く宣言し

ます。 

レベル 3 で確立した「知財×経営×技術」の全社基盤をさらに拡張し、社外パートナ

ーや産業エコシステム全体との協働によって新たな価値を共創する。 
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1.4. 次章への展望 

この目的を達成するため、次章では我々が目指すべき具体的な未来像（ビジョン）と、

それを具現化する戦略の骨子を提示します。 

2. 目指す姿と戦略目標 

2.1. ビジョン：業界の価値創出ドライバーへ 

本計画が実現した未来において、当社の知的財産部門は、単なる「社内司令塔」とし

ての役割を超え、業界全体のイノベーションを牽引する「価値創出ドライバー」へと進

化します。研究開発部門、経営層、そして社外の多様なパートナー（大学、サプライヤ

ー、スタートアップ、政策機関）をつなぐハブとして機能し、知財を起点とした新たな事

業機会を創出することで、企業全体の持続的成長戦略に直接的に貢献します。 

2.2. 戦略の三本柱 

このビジョンを達成するため、我々は以下の 3 つの戦略目標を基本方針として掲げま

す。 

1. セキュアな社外連携基盤の構築 厳格な契約管理、先進的な暗号化技術、そ

してゼロトラスト・セキュリティの思想に基づき、社外パートナーとの間で機密

性の高い知財データを安全かつ効率的に連携できる技術基盤を構築します。 

2. 共通知財 KPI による価値可視化 協業パートナー企業と共同で、特許や研究

成果の価値を客観的に評価するための共通指標（KPI）を策定・導入します。こ

れにより、連携が生み出す価値を定量的に可視化し、投資判断の精度を高め

ます。 

3. 知財主導のエコシステム価値創造 オープンイノベーションの推進、業界標準

化活動への積極的貢献、さらにはデータに基づいた政策提言などを通じて、

知財部門が業界全体のルール形成と価値向上を主導するエコシステムを構

築します。 

2.3. 戦略から戦術へ 

これら三つの戦略目標を達成するためには、具体的かつ実行可能な戦術が不可欠

です。次章では、生成 AI を戦略的実行エンジンとして位置づけ、価値創造を加速さ

せる 4 つの核心的ユースケースを提示します。 
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3. 中核戦略：価値創出を加速する具体的ユースケース 

3.1. 導入 

本章で提示する 4 つのユースケースは、本計画の中核を成す戦略的アクションです。

これらは単なる技術活用事例ではなく、前章で掲げたビジョンと戦略目標を事業価値

へと転換する、具体的な実行計画そのものです。生成 AI の能力を最大限に活用し、

社外連携の質とスピードを飛躍的に向上させます。 

3.2. ユースケース①: オープンイノベーション共創支援 

• 背景 大学や公的研究機関との共同研究においては、テーマ選定が担当者の

経験や人脈に依存する「属人化」の問題や、創出された成果が必ずしも当社

の事業戦略と一致しない「戦略との乖離リスク」といった根深い課題が存在し

ます。 

• 生成 AI 活用方法 

o 当社とパートナー候補の特許群・研究論文データを AI が統合分析し、

技術的な相互補完領域や未解決の共通課題を客観的に抽出します。 

o 市場成長率や想定される投資 ROI（Return on Investment）といった事

業性評価データを加味し、共同研究テーマ案を戦略的重要度に基づい

て優先順位付けします。 

• 主要業績評価指標（KPI） 

o 共同研究テーマ創出数の増加： 前年比＋20% 

o PoC（概念実証）成功率の向上： ＋15%以上 

o 協業立ち上げリードタイム短縮： 3 か月から 1 か月へ 

3.3. ユースケース②: サプライチェーン・アライアンス最適化 

• 背景 サプライチェーンを構成するパートナー企業との間では、知財に関する

情報共有が限定的であるため、契約締結後や製品開発の進行中に、予期せ

ぬ技術的・法務的リスクが事後的に発覚するケースが後を絶ちません。 

• 生成 AI 活用方法 

o パートナー企業との契約書、関連特許、製品仕様書といった複数の文

書データを AI が突合分析し、技術的なシナジーや潜在的な知財リスク

を早期に検出・警告します。 
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o サプライチェーン全体を俯瞰し、キーテクノロジーに関する特許網のカ

バー率を継続的にモニタリングすることで、戦略的な脆弱性を特定しま

す。 

• 主要業績評価指標（KPI） 

o 協業プロジェクト数： 前年比+30% 

o サプライチェーンリスク早期検知率： 90%以上 

o 共同特許出願件数の増加： 前年比＋30% 

3.4. ユースケース③: 産業標準化・政策連携の主導 

• 背景 国際的な技術標準化や新たな規制への対応において、各企業が膨大

な情報を個別に収集・分析しているため、業界全体として非効率が生じてお

り、戦略的な動きが取りにくい状況にあります。 

• 生成 AI 活用方法 

o 国際標準化機関の動向データとグローバルな特許マップを AI が統合

分析し、将来の標準必須特許（SEP）となりうる当社の強み技術領域を

特定します。 

o 業界横断データを基にした客観的な分析レポートや政策提言のドラフ

トを自動生成し、業界団体や規制当局への働きかけを迅速化・高度化

します。 

• 主要業績評価指標（KPI） 

o 共同提言案件数： 年間 5 件以上 

o 標準必須特許（SEP）ライセンス収入増加： ＋20% 

o 規制対応スピードの向上： リードタイム半年から 3 か月へ 

3.5. ユースケース④: スタートアップ投資及び M&A エコシステム連携 

• 背景 オープンイノベーションを加速させる上で、有望な技術を持つスタートア

ップの早期発掘は困難を極めます。また、M&A を検討する際には、対象企業

の知財価値を正確に評価するプロセスの複雑さが、迅速な意思決定の障壁と

なっています。 

• 生成 AI 活用方法 

o 世界中の特許出願状況、学術論文、市場データなどを AI が継続的に

分析し、当社の技術戦略と補完関係にある有望なスタートアップや協

業候補をリストアップします。 
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o M&A 候補企業の特許ポートフォリオと当社のそれを比較分析し、技術

的な重複領域、補完領域、そして新たな市場機会（ホワイトスペース）

を可視化した「特許資産シナジーマップ」を提示します。 

• 主要業績評価指標（KPI） 

o 新規連携・投資件数： 前年比+30% 

o CVC（コーポレート・ベンチャー・キャピタル）投資判断リードタイム短

縮： 2 か月から 2 週間へ 

o M&A 後の統合シナジー実現率向上： ＋20% 

3.6. 成功の鍵を握る基盤 

これらの先進的なユースケースを確実に実行し、その価値を最大化するためには、そ

れを支える堅牢な技術基盤とセキュリティ体制が不可欠です。次章では、その具体的

な構成要素について詳述します。 

4. 戦略実現を支える技術・セキュリティ基盤 

4.1. 導入 

前章で示した革新的なユースケース群は、機密性の高い知財データを社外パートナ

ーと安全に共有・分析することを前提としています。本章では、その技術的な実現可

能性を担保し、最高水準のセキュリティ下で運用するための不可欠な基盤を定義しま

す。技術的実現性とセキュリティ担保は、本計画の信頼性を支える両輪です。 

4.2. 技術基盤の主要構成要素 

レベル 4「社外協働価値創造」を実現するための技術基盤は、以下の 3 つの要素で

構成されます。 

• ゼロトラスト型データ連携基盤 「何も信頼しない」ことを前提に、すべてのアク

セス要求を検証するゼロトラスト・アーキテクチャを採用します。これにより、社

外パートナーとのデータ連携において、ユーザーごと、データごとに厳密なア

クセス権限を管理し、不正アクセスや情報漏洩のリスクを極小化します。 

• フェデレーテッドラーニング（連合学習） 各社が保有する機密データを外部サ

ーバーに集約することなく、データが格納されたローカル環境で AI モデルの

学習を実施する技術です。プライバシーと機密性を保護しながら、パートナー

企業間の集合知を活用した高精度な AI モデルの構築を可能にします。 
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• 法的・契約的枠組み 技術基盤と並行して、法務・コンプライアンス面での土台

を固めます。社外連携で利用する秘密保持契約（NDA）やデータ利用権に関

する契約を標準化・テンプレート化し、パートナーとの迅速かつ安全な協業開

始を支援します。 

4.3. 構想から実行へ 

この堅牢な技術・セキュリティ基盤の構築と並行し、構想を現実のものとするために

は、具体的かつ段階的な実行プロセスが不可欠となります。次章では、その詳細なロ

ードマップとアクションプランを示します。 

5. 実行ロードマップとアクションプラン 

5.1. 導入 

本章では、これまで詳述してきた戦略と構想を、具体的な時間軸を持つ実行可能な

計画へと落とし込みます。一足飛びの改革ではなく、段階的かつ現実的なアプローチ

を採用することで、本計画の着実な実現を目指します。 

5.2. 段階的導入プロセス 

レベル 4 の実現に向け、以下の 4 つのフェーズから成るロードマップを推進します。 

1. フェーズ 1: パイロット連携開始（計画開始後〜3 ヶ月） 信頼関係の深いパー

トナーとユースケース①（オープンイノベーション）及び③（サプライチェーン連

携）を中心に実証実験を行い、技術基盤の有効性を検証すると共に、早期の

成功事例を創出します。 

2. フェーズ 2: 業界横断拡張（半年〜1 年） パイロット連携の成功モデルを横展

開し、ユースケース③（産業標準化）を本格化させることで、業界内での影響

力拡大を図ります。共通知財 KPI の設計にもこの段階で着手します。 

3. フェーズ 3: 金融・政策連携（1 年〜2 年） 確立された連携基盤をテコに、ユー

スケース④（投資・M&A 連携）を推進し、知財価値の金融市場における評価を

確立します。規制当局との連携もこのフェーズで構築します。 

4. フェーズ 4: エコシステム定着（2 年〜3 年） これまでの活動で構築した連携

基盤と共通知財 KPI を業界標準へと昇華させ、エコシステムのハブとしての

地位を不動のものとし、持続的な価値創造サイクルを確立します。 

5.3. 主要アクションプラン 
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上記ロードマップを円滑に推進するため、以下の 3 つのアクションプランを並行して実

行します。 

• セキュアな外部連携基盤の整備 

o 法的・実務的な契約フレームワークの策定 

o データ暗号化およびフェデレーテッドラーニング技術の導入 

o ゼロトラスト・セキュリティ環境の構築 

• 共通 KPI 設計と運用標準化 

o 連携パートナー企業間での知財評価指標の統一に向けたワーキング

グループの設立 

o 連携価値を定量的に測定・報告するフレームワークの構築と定着 

• パートナーシップ強化とユースケース拡大 

o 大学、業界団体、スタートアップ等、各ステークホルダーとの戦略的協

業体制の確立 

o 成功事例を基にした新規ユースケースの継続的な開発と展開 

5.4. 実現の先にある未来 

このロードマップの着実な実行は、我々の組織に前例のない変革をもたらします。最

終章では、本計画が完遂された先に待つ究極的な成果と、企業価値への絶大なイン

パクトを明らかにします。 

6. 期待される成果と企業価値へのインパクト 

6.1. 導入 

本章は、本中期経営計画の総括として、レベル 4「社外協働価値創造」の実現がもた

らす最終的な成果と、それが当社、さらには社会全体に与える絶大なインパクトを提

示します。 

6.2. 知的財産部門の究極的な変革 

本計画の完遂により、当社の知的財産部門は、その役割と存在意義を根本から再定

義します。すなわち、「社内司令塔」から「業界全体の価値創出ドライバー」への進化

です。研究開発、経営戦略、そして社外の多様なパートナーを知財という共通言語で

つなぐハブとなり、これまで誰も構想し得なかった新たな価値創造の起点となるので

す。 
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6.3. 企業価値・社会価値への貢献 

この変革がもたらすインパクトは、一部門の機能強化に留まりません。 

• 新産業創出の牽引 生成 AI を活用した俯瞰的な知財分析と戦略的な社外連

携により、既存事業の延長線上にはない、全く新しい市場や産業を創出する

動きを主導します。 

• 社会課題解決への貢献 脱炭素、健康長寿、AI 倫理といった、一社単独では

解決困難な地球規模の社会課題に対し、業界の知見を結集するプラットフォ

ームを提供することで、その解決に大きく貢献します。 

• 持続的な競争優位性の確立 製品やサービスといった模倣されやすい競争力

ではなく、業界エコシステム全体を主導するという、他社には決して模倣困難

な独自のポジションを築き上げ、持続的な競争優位性の源泉とします。 

6.4. 未来への戦略的投資 

本計画の実行には、相応のリソース投入が必要です。しかし、それは短期的なコスト

ではありません。これは、不確実な未来を乗りこなし、当社の次の 10 年、20 年の成

長を確固たるものにするための、極めて重要な戦略的投資です。経営層の皆様の賢

明なるご判断と、力強いご支援を心よりお願い申し上げます。 
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